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 はじめに            
 本運用要領について 
本運用要領は、災害等復旧費用の相互扶助制度（以下「本制度」という。）に関する業務を円滑に実施する

ため、電力広域的運営推進機関（以下「本機関」という。）の業務規程第 176 条の 15 の規定に基づき作成

し、本制度の運用の指針とするものである。 

なお、本運用要領の改訂に際しては、本機関からの公表日または改訂内容に関係する本機関規程類の経

済産業大臣認可のいずれか遅い方をもって効力を有するものである。 

 

 本運用要領に用いる用語の定義について 

本運用要領で使用する用語については、次の通り定義する。 

・ 「災害等扶助拠出金（以下「拠出金」という。）」とは、電気事業法第 28 条の 40 第 2 項 1 号の規定に基づく

電気工作物の災害その他の事由による被害から復旧に関する費用の一部に充てる災害等扶助交付金（以

下「交付金」という。）の交付に充てるため、一般送配電事業者及び配電事業者より拠出される金額をいう。 

・ 「積立基準額」とは、数年に一度発生するような大規模災害に対応するための分を考慮して別途積み立て

ておくことが必要ではあるが、過度な積立を回避するため、これ以上の積み立ては行わないという基準とし

て設定する額をいう。 

・ 「交付金」とは、被災事業者（一般送配電事業者、配電事業者及び送電事業者が対象）が一定の基準を満

たした災害時において発生した①他電力等からの応援、②本復旧と比較して迅速な停電の解消が期待さ

れる仮復旧作業にそれぞれ要した費用について申請し、受け取ることができる金額をいう。 

・ 「仮復旧」とは、当該災害により損傷した電力設備を別途、本復旧することを前提に、早期送電するために

暫定的に復旧することをいう（電源車の活用を含む）。 

・ 「本復旧」とは、当該災害により損傷した電力設備を本設備として復旧することをいう。 

・ 「仮工事」とは、仮復旧のための工事であり、支障木や飛来物等の撤去、既存設備を暫定的に流用可能な

場合は仮の電線接続や支持物の補強等の一連の工事、既存設備を暫定的に流用出来ない場合の仮設

の据付工事と損傷した既存設備の撤去等の一連の工事をいう。 

・ 「本工事」とは、本復旧のための工事であり、仮工事で撤去しなかった既存設備及び仮工事で据付した設

備の撤去工事、新規の設備据付に関する一連の工事をいう。 

・ 「停電発生日」とは、被災事業者の供給エリアにおいて、申請対象災害を起因とする停電が発生した日を

いう。 

・ 「仮復旧終了扱い日」とは、最大停電軒数から 99%停電が復旧した日をいう。 

・ 「日」とは、暦日のことであり、0 時から 24 時までのものとする。 

  

 拠出金・積立基準額に関する手続きについて 

 拠出金・積立基準額の設定について 

 設定の時期 
拠出金及び積立基準額の改定期は５年に一回とするが、積立金が大幅に不足した時などは見直しを行

う。それらの改定期・見直し時に運営委員会にて審議する。 

 設定方法 

基本的には、積立基準額は、十分な積立金額を確保しておくことが重要であるため、直近の大規模災害
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における制度対象費用の概算等を踏まえて設定し、拠出金は、過去の実績から想定される 1 年あたりの平

均交付金額に、数年に一度発生するような大規模災害に対応するための積立分を加算して設定する。 

 拠出金及び積立基準額の決議 

本機関は、イにより算定された拠出金及び積立基準額を、理事会の決議を経て決定する。 

 公表 

本機関は、拠出金及び積立基準額の改訂が理事会にて決議されたのち、速やかにこれを公表する。 

 

 拠出金の対象事業者及び配分等について 

 拠出金の対象事業者 

年度開始時点で事業を営んでいる一般送配電事業者及び配電事業者とする。年度途中で事業開始す

る事業者は、当該年度は拠出金の支払い対象とせず、翌年度の拠出金支払いの際に、当該年度分の支

払い相当額を加算する。なお、年度開始時点で事業開始しているが当該年度において需要計画がない場

合は、対象外とする。 

 拠出金の配分 

本機関は、当該年度の拠出金を前々年度の各エリアの需要実績（kWh）＜使用端＞を基に配分する。

端数は千円未満四捨五入とする。 

前々年度の需要実績がない事業者が存在する場合、供給計画の第一年度の需要電力量を用いて、一

般送配電事業者及び配電事業者の供給区域内における按分比率を算定の上、配分する。 

 最低金額の設定 
イにより配分の上、1,000 円を最低金額とする。 

（拠出金の配分算定の結果、500 円未満となる場合） 

 事業退出する場合 
事業退出時点で支払い済みの拠出金の精算は行わない。 

 

 拠出金の支払いに関する手続きについて 
 拠出金額（見込み）の通知 

本機関は、前項に基づき算出した拠出金の配分額（見込み）を各一般送配電事業者及び配電事業者へ

通知する（９月目途）。 

 拠出金請求額の決裁 

前年度末の積立残高が確定し、積立残高が積立基準額以下であれば、前年度末の積立残高を踏まえ、

前年度末の積立残高が積立基準額の半額を超える場合には、拠出金の総額を半額に減額するなど拠出

金の年変動を抑制することも勘案し、当該年度の各社への拠出金配分額を理事会にて決議する。ただし、

業務規程第１７６条の９の規定により、前年度末の積立残高の金額が積立基準額を超える場合には、当該

年度において、本機関は一般送配電事業者及び配電事業者に対して拠出金を請求しないことを理事会に

て決議する（４月上旬目途）。 

 拠出金の請求 

本機関は、各一般送配電事業者及び配電事業者へ請求する拠出金が理事会にて決議されたのち、速

やかに各一般送配電事業者及び配電事業者へ請求書（請求しない場合には通知書）を送付する。 
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 拠出金の支払い 

各一般送配電事業者及び配電事業者は、本機関より送付された請求書を受理したのち、同請求書に記

載の入金期限（請求書送付日より概ね２０日以内を設定）までに、指定された口座に支払わなければならな

い。なお、振込手数料は各一般送配電事業者及び配電事業者が支払う。 
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時期 一般送配電事業者 

配電事業者 

広域機関 経済産業省 

 

7月頃 

 

 

 

 

 

 

９月頃 

 

 

 

 

翌３月 

 

 

翌４月上旬 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

受領確認 

1.積立基準額及び 

拠出総額の設定 

2.拠出総額の配分 

（見込み） 

4.年度末における 

積立残高を確定 

6.拠出金額の請求 

5.理事会決議 

   ・積立基準額 

   ・拠出総額 

   ・拠出金配分 

8.入金確認 

3.翌年度の拠出金額
（見込み）を 

一般送配電事業者及び
配電事業者へ通知 

経済産業省から必要
な情報提示 

※制度開始時 

7.拠出金額の支払い 



7 

 申請・交付に関する手続きについて 

 交付対象となる災害基準要件について 

災害基準要件及び具体的判断材料は次の通りとし、被災事業者は、災害がいずれかの判断タイミングに

おいて次の災害基準要件に該当する場合に申請することができる。 

（災害基準要件の一覧） 

 

 

（発災前:非常に強いまたは猛烈な台風について、４８時間先までの予想進路について） 

４８時間先までの予想進路は、暴風域の入る確率が７０％以上の範囲(図－①:紫色部分)とし、４８時間先ま

でに供給エリアがこの範囲に入っていれば、災害基準要件に該当したとみなす。各地域が暴風域に入る確率

については、グラフ(図―②)等に基づき判断する。 

 

（図－①）＜気象庁ホームページ 台風情報の種類と表現方法より抜粋＞ 

 

 

 

暴風域に入る確率が 70％以上（紫色） 
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（図－②）＜気象庁ホームページ 台風情報の種類と表現方法より抜粋＞ 

 

 

 申請について 

 申請方法 

被災事業者は、災害が災害基準要件に該当している場合、災害ごとに、本機関へ所定の書式により申

請する。なお、応援事業者の費用は、応援事業者から被災事業者に請求された金額を以って、被災事業

者が申請する。申請内容には、「該当する災害基準要件」、「被災状況」、「追加申請の有無」等を記載す

る。 

 申請時提出書類 

被災事業者は、申請書に次の書類を添付して本機関へ申請する（申請方法は申請書をはじめ、全ての

書類について電子データによる提出を可とする）。 

・ 申請書（本機関所定用紙。【別紙 1-1】、【別紙 1-2】参照） 

・ 明細（ここでは、申請書に記載された仮復旧関連費用の内訳が分かるもの及び応援事業者と委託会社

に関してはそれぞれの総額（請求書等）が分かるもののことをいう。【別紙 2-1】、【別紙 2-2】参照） 

・ 証憑は、被災事業者分は原則として、申請する全ての費用項目に対して提出を求めるが、委託費につ

いては一部証憑を不要（各費用項目に必要な証憑類の詳細は、【別紙 3】の通り）とし、応援事業者分は

全て不要とする。 

・ ただし、本機関より被災事業者（被災事業者分）や応援事業者（応援事業者分）に問い合わせた場合に

は、速やかに証憑を示すこととする。 

 申請開始日と申請期限 
申請開始日は仮復旧終了扱い日の翌日とし、申請期限は申請開始日から 6 か月以内とする。ただし、

災害について、国が特定非常災害として指定した場合、または激甚災害として指定した場合であって被災

事業者の申請に基づき特別な事由があると認める場合には、仮復旧終了扱い日前の申請を可とする。な

お、申請期限の翌日以降は、特別な事由がない限り、申請の権利が消滅する。 

 追加申請 

被災事業者は、申請開始日から 6 か月以内に申請準備が出来ない場合には、準備完了分の申請を行

うとともに、一度に限り、追加申請を申し込むことができる。追加申請は、所定の書式を提出の上、その事由

が妥当なものであると認められた場合に、初回の申請日の翌日から、更に 6 か月間以内に申請を追加する

ことができる。 
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ただし、災害について、国が特定非常災害として指定した場合、または激甚災害として指定した場合で

あって被災事業者の申請に基づき特別な事由があると認める場合には、追加申請の期限及び回数を限定

しない。 

 

 申請対象費用及び証憑について 
 申請対象費用の定義 
停電からの早期復旧に資する費用として、次の 2 種類を申請対象費用とする。 

①他電力等からの応援

費用 

 

イ) 応援事業者が行う作業は基本的に仮復旧とし、全て交付対象とす

る。 

ロ) なお、被災エリアの一般送配電事業者と配電事業者の双方が、管

外の一般送配電事業者等から応援を受けた場合、その総額につ

いて、一般送配電事業者と配電事業者の停電量で按分の上、交

付対象費用を算出する。 

②本復旧と比較して迅速

な停電の解消が期待され

る仮復旧費用 

 

（１）本復旧費用と明確に区分可能な仮復旧費用 

イ) 「資機材の材料費・輸送費」の資機材関連費用は、災害時連携計

画の仮復旧手順に記載の資機材及び工法によるものを基本とし、

その他の場合は、申請者より具体的な内容を説明の上、別途判断

する。 

ロ) 「人員の移動・宿泊」、「電源車等の燃料・移動・点検費」、「迅速な

停電復旧に資する費用」及び「その他他電力応援に必要な費用」

は、原則、仮復旧と本復旧とを明確に区分可能であると判断できる

ため、その用途及び使用期間が妥当である場合、全額を対象とす

る。 

ハ) 「委託費」は、本復旧費用と明確に区分可能な仮復旧費用は「区

分可」として、全額を対象とする。 

（２）仮復旧と本復旧費用とを明確に区分出来ない費用 

イ) 「時間外労務費・日当」は、仮復旧と本復旧費用とを明確に区分出

来ない費用と整理し、原則として、停電発生日から仮復旧終了扱

い日までを対象とする。 

ロ) 仮復旧と本復旧費用とを明確に区分出来ない委託費は、「区分不

可」として、委託日数を停電発生日または委託開始日のいずれか

遅い方の日から仮復旧終了扱い日までの日数で按分した額を対

象とする。 

 

※詳細事例については、次のイ「申請対象に関する詳細事例」を参

照。 

 

 申請対象に関する詳細事例 
①仮復旧終了扱い日後も申請対象とする場合 
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（１）継続して行った停電

復旧 

・仮復旧終了扱い日以降、本復旧費用と明確に区分可能な仮復旧費

用 

（２）停電が解消された後

に行った仮復旧 

（停電の未然防止のために行った仮復旧費用） 

・早期の停電解消に結びつかなくとも、例えば、土砂災害に伴う送電設

備の損傷により、一回線で送電する状況になった場合、そのまま放置し

ておけば更なる停電を引き起こす可能性があるため、通常の二回線に

復旧するなど、停電の未然防止のために行った仮復旧費用は対象とす

る。 

（既設の供給状況までに回復させるために行った仮復旧費用） 

・早期に停電復旧させるため、系統切替等により停電した地域へ送電

をしている間に行った、既設の供給状況までに回復させるための電線

路等の仮工事も対象とする。ただし、当該仮工事が長期化する場合も

あることから、災害について、国が特定非常災害として指定した場合、

または激甚災害として指定した場合であって被災事業者の申請に基づ

き特別な事由があると認める場合を除き、原則として、仮復旧終了扱い

日から概ね１ヶ月以内の工事に限定する。 

（３）その他 ・帰路に関する諸経費 

②当該災害が災害基準要件に該当するよりも前に発生した停電について 
原則対象とするが、該当する災害基準要件が「発災前」要件のみの場合は、停電との因果関係

が不明確であるため、対象外とする。 
③最大停電軒数から 99％停電が復旧後、再度停電が発生した場合について 

当該災害により発生した停電であることが明らかな場合は対象とし、再び最大停電軒数から 99％停電

が復旧した時点をもって、仮復旧終了扱いとする。 

 本制度の対象とすべき停電 
原則、公開している停電軒数の推移により判断する。公開している停電軒数が０になった時点で

本制度の対象となる工事は全て終了と取り扱う（一部、帰路旅費などを除く。）。ただし、公開して

いる停電軒数が０となった以降も停電が継続しており、そこに居る人の生命、安全及び健康が脅か

されるおそれがあり、かつ、当該災害により発生した停電であることが明らかな場合には、当該施設へ

の仮復旧工事については対象とするものとする。 
（施設の事例）避難所、病院、特養老人ホーム等 

 具体的な対象費用及び証憑 
対象費用のカテゴリーごと 

の定義と具体的な費用項目は次の表の通りとし、費用項目の対象事例及び必要な証憑の一覧は 

【別紙 3】にて記載する。 

なお、仮復旧を行うために必須となる地方自治体等からの要請に対応する費用は交付対象とする。 
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＜対象費用の定義一覧表＞ 

№ 費用項目 応援 被災 定義 

 共通   原則として、証憑の取れる費用、内容を証明できる費用を対象とする。 

1 時間外労務費・日当 〇 〇 

＜共通＞・時間外労務費：災害対応の業務に専念した社員、災害対応の業務に携わった

社員及び発災前における事前準備に携わった社員が対象 

        ・日当      ：各事業者の旅費規程の内容に準ずる 

      ・これらの費用は、停電発生日から仮復旧終了扱い日までを対象とする。 

・ただし、離島等への渡航等、事前対応が認められた場合は、停電発生前であ

っても対象期間と認める。 

・仮復旧終了時刻を明確に把握できる場合には、当該時刻までを対象期間とす

る。 

2 
資機材の材料費・輸

送費 
〇 〇 

＜応援＞・応援で要した費用、全額を対象とする 

＜被災＞・仮復旧であることが、明らかなもののみが対象 

3 人員の移動・宿泊費 〇 〇 

＜共通＞・自宅あるいは勤務先と作業従事場所間の移動のほか、作業従事場所から 

宿泊施設あるいは別の作業従事場所間の移動も対象とする。 

      ・宿泊費については原則として各社の旅費規程による。 

・通常の通勤交通費が払われており、ルート及び交通手段も同じであれば対象 

外とする。また、通常のルート及び交通手段を変更して申請する場合には、 

その理由も説明できるようにすること。 

4 
電源車等の燃料・ 

移動・点検費 
〇 〇 

＜共通＞・当該災害に際し発生した電源車等の維持・運転に関連する費用は全て交付

対象とする。 

      ・移動費については例えば、高速道路等を利用した場合には ETC カードの 

履歴等により移動費用が明確に分かるもの。 

      ・自エリアの待機場所と作業従事場所間の往路・復路のほか、作業従事場所 

から別の作業従事場所に移動する場合の費用も対象とする。 

      ・発電のために要した燃料費のみならず、移動のために使用した燃料費も対象

とする。 

      ・発災前における事前準備費用。電源車等を事前配置し使われなくても費用と

して認める。 

5 委託費 〇 〇 

＜応援＞・応援にかかった委託費用は全て交付対象とする。 

＜被災＞・仮復旧への対応であることが明確な委託契約は、期間を問わず全額を対象と 

する。 

      ・仮復旧とその他の区分けが明確でない委託契約は、その委託事業者が当該

期間（最大停電軒数から 99％停電が復旧するまでの間）に要した費用を対象

とする。具体的には、委託契約期間（工事期間）を分母とし、委託契約開始日

若しくは停電発生日の遅い方から仮復旧終了扱い日までの日数で日割り計算

した費用（小数点以下、四捨五入）とする。 

6 
迅速な停電復旧に資

する費用 
〇 〇 ＜共通＞・被害箇所の巡視や倒木処理に関する費用。 

7 
その他他電力応援に

必要な費用 
〇 － 

＜応援＞・災害対応のために現地調達した事務用品、作業員の飲食代等が該当する。 

      ・飲食代など、旅費規程及び協力会社との契約により、支給が契約の中に含ま

れている場合には、対象外とする。 

 

＜費用項目の一覧（応援事業者）＞ 

カテゴリー № 費用項目 

１．時間外労務費・日当 1 時間外労務費 

2 日当 

２．資機材の材料費・輸送費 3 仮復旧に必要な資材 

4 仮復旧に必要な機器のリース代など 

5 トラック、フェリー、ヘリコプター輸送代（各種物資） 

6 レッカー車輸送代（故障車両）  

7 車両用燃料代金(ガソリン・軽油等）  

8 高速道路利用代金 
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9 その他費用  

３．人員の移動・宿泊費 10 宿泊費 

11 出張旅費 

12 乗車代（タクシー、トラック、フェリー、ヘリコプター等） 

13 レンタカー利用代金  

14 車両用燃料代金(ガソリン・軽油等）  

15 高速道路利用代金 

16 レンタル布団利用代金  

17 バス運行（送迎）  

18 代行運転費用  

19 宿泊キャンセル代金 

20 新幹線等キャンセル代金 

21 移動に際し地方自治体等より求められる費用（仮復旧業務に関することのみ） 

22 その他費用  

４．電源車等の燃料・移動・

点検費 

23 車両用燃料代金(ガソリン・軽油等）  

24 高速道路利用代金 

25 簡易発電機（ポータブル発電機）用燃料代金（ガソリン・軽油・オイル等） 

26 電源車点検代金 

27 その他費用 

５．委託費 28 協力会社委託費 

６．迅速な停電復旧に資す

る費用 

29 迅速な停電復旧を行う前段階として必要な被害箇所の巡視や倒木処理費用 

30 その他費用 

７．その他他電力応援に必

要な費用 

31 災害対応のために現地調達した事務用品、作業員の飲食代等 

32 虫除け・防虫スプレー 

33 手拭きティッシュ 

34 体拭きウェットティッシュ 

35 トイレットペーパー 

36 ゴミ袋 

37 タオル 

38 その他消耗品 

39 氷 

40 塩飴 

41 衛生関係品（消毒液・除菌・消臭剤） 

42 その他費用 

 

＜費用項目の一覧（被災事業者）＞ 

カテゴリー № 費用項目 

１．時間外労務費・日当 1 時間外労務費 

2 日当 

２．資機材の材料費・輸送費 3 仮復旧に必要な資材 

4 仮復旧に必要な機器のリース代など 

5 トラック、フェリー、ヘリコプター輸送代（各種物資） 
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6 レッカー車輸送代（故障車両）  

7 高速道路利用代金 

8 その他費用  

３．人員の移動・宿泊費 9 宿泊費 

10 出張旅費 

11 乗車代（タクシー、トラック、フェリー、ヘリコプター等） 

12 レンタカー利用代金  

13 高速道路利用代金 

14 レンタル布団利用代金  

15 バス運行（送迎）  

16 代行運転費用  

17 宿泊キャンセル代金 

18 新幹線等キャンセル代金 

19 移動に際し地方自治体等より求められる費用（仮復旧業務に関することのみ） 

20 その他費用  

４．電源車等の燃料・移動・

点検費 

21 車両用燃料代金(ガソリン・軽油等）  

22 高速道路利用代金 

23 簡易発電機用（ポータブル発電機）燃料代金（ガソリン・軽油・オイル等） 

24 電源車点検代金 

25 その他費用 

５．委託費 26 協力会社委託費 

６．迅速な停電復旧に資す

る費用 

27 迅速な停電復旧を行う前段階として必要な被害箇所の巡視や倒木処理費用 

28 その他費用 

 明細及び証憑の保管期間 
明細（応援事業者の内訳の分かるものを含む）及び証憑は、本機関より５.に定める事後検証にて確認を

求められた際には速やかに提出できるよう、交付年度の年度末から８年間、適切に保管することとする。 

 

 交付額の決定について 
 審査方法 
本機関は、被災事業者から申請を受付けた後、災害基準要件に該当するか否か及び申請書類の不備

等の確認を行った上で、受理した日及び回答期限を被災事業者に通知する。 

審査において、提出された申請書及び明細・証憑の内容について不明な金額があれば、申請者に問い

合わせ確認する。その際、明細・証憑の内容等について追加で提出を求めた場合、被災事業者は、原則 2

週間以内に提出することとし、2週間以内に確認ができない場合、申請時点での書類を以って審査を行うこ

ととする。 

 交付決定の順番 
交付決定は、原則、申請を受理した日（以下、受理日という）の順に行うが、大規模災害や審査過程での

事業者への内容確認等により、審査期間が 3 カ月を超過する可能性がある場合や申請事業者の経営状

況が切迫している等の個別事情が生じた場合には、当該申請者と協議のもと、審査の順番を入れ替える場

合がある。 

 交付決定 
本機関は前項の順に審査・支払いを行い、受理日の翌日から 3 か月以内に、理事会において次の内容

について決議し、被災事業者へ交付額の決定通知書を速やかに通知する。 

・ 災害事象 
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・ 交付対象事業者 

・ 対象費用 

・ 交付額 ： （Ａ）対象費用（被災事業者＋応援事業者）－（Ｂ）自己負担額（（Ａ）の１割） 

端数処理は千円未満四捨五入 

・ 交付額決定通知書の発行 

 災害基準要件外の事案 
3（１）における災害基準要件では、基準外の事案でも「災害と事後検証の結果、認められた場合」は相互

扶助の対象とされており、その基準外の事案が申請された場合、本機関は申請者に理由を確認したのち、

必要に応じ経済産業省と協議を行い理事会にて決議をし、事後に運営委員会にて報告する。 

 運営委員会への報告 
理事会にて決議した交付実績について、一定期間ごとにまとめて運営委員会へ報告する。 

 

 交付金の支払いについて 
本機関は交付金の決裁後、被災事業者に対し、決裁された交付金のうち当該年度の支払い分を、決裁

日の翌月末日までに支払う。ただし、交付金が不足する場合には、翌年度以降、拠出金が拠出された月の

翌月末日までにその年度分を支払う。なお、振込手数料は被災事業者が支払う。 

 

 交付に関する報告について 
 年度報告書の作成及び提出 
本機関は年度末までの交付金交付終了後、当該年度の交付金を集計して報告書を作成し、理事会の

承認を経て経済産業省に報告する。 

 年度末時点における累計交付額の配分 
本機関は、年度末時点における当該年度の累計交付額を前々年度の各エリアの需要実績（kWh）＜使

用端＞を基に配分する。端数は千円未満四捨五入とする。 

 一般送配電事業者及び配電事業者への通知 
本機関は、前項に基づき算出した年度末時点における当該年度の累計交付額の配分を、各一般送配

電事業者及び配電事業者に通知する。 

 交付年度に関する考え方 
交付金の対象年度とは、実際に交付した日の属する年度とする。 

 

 目的外使用の禁止について 
本機関は、事業者より提出された資料について、本制度における審査その他適切な運用以外の目

的のために使用しない。 
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被災事業者 広域機関 経済産業省 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１.災害基準確認 

2.申請 

・災害発生の予見
（発災前） 

・災害発生 

・仮復旧 

入金確認 

通知書受理 

年度末時点における累計
交付実績の通知を受理
（一般送配電事業者及
び配電事業者） 

4.相互扶助審査開始 

5.支払い額の決裁 
（理事会） 

6.決定通知書発行 

7.交付金支払い 

8.交付金実績整理 

9.年度の交付
実績報告書を

作成 

11.年度末時点
における 

累計交付実績の
通知 

10.年度の交
付実績を報告 

年度の交付実績報告 

（財務諸表等の報告）
を受理 

3.申請書の受付 受理書通知 
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 相互扶助に関する規程類及び運用要領の公表について 
本機関は、相互扶助制度に関する規程類及び運用要領に変更があった場合、速やかに公表する。 

 

 消費税における取扱いについて 
拠出金及び交付金ともに不課税として取り扱う。 

 

 事後検証について 
 事後検証について 
本機関は、交付額の監査と災害等扶助に関する費用の分析を行うため、交付決定後、申請案件を任意に

選んで、交付額の事後検証を行う。なお、明細（応援事業者の費用の内訳が分かるもの）及び証憑はコピーも

可とする。 

 

 精算について 
前項に基づく検証により、申請及び審査不備が発覚した場合には、精算を行う。なお、振込手数料は各事

業者が支払う。 

 

 不適切な申請が認められた場合について 
本機関は、事後検証の結果、事業者が不適切な行為を行っていることが認められた場合には、当該行為

を行った事業者に対し、定款第 12 条の規定に基づき制裁を科すことができる。 

 

以 上 

 

附則（２０２４年４月２４日） 

２０２４年１月１日以降に発災した災害に関する申請から適用する。  

 

附則（２０２５年３月１９日） 

２０２４年 9 月 20 日以降に発災した災害に関する申請から適用する。 
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